
四日市市制施行１２０周年記念市民企画イベント補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、四日市市制施行１２０周年を記念し、郷土への誇り、愛着を深

めるとともに、地域における魅力を十分に活用し本市の優位性をさらに伸ばすこと

によって、交流人口、定住人口の増加に向けた機運を醸成するため、四日市市内に

在住し、在勤し、若しくは在学する市民を含む市民活動団体、ＮＰＯ法人、企業等

又は市内で活動する市民活動団体、ＮＰＯ法人、企業等（以下「実施団体」とい

う。）が提案し、実施する事業（以下「市民企画イベント」という。）に対し、その

開催に要する経費の一部を予算の範囲内で補助することについて、四日市市補助金

等交付規則（昭和５７年四日市市規則第１１号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業） 

第２条 補助の対象となる市民企画イベント（以下「補助対象事業」という。）は、

次の各号のいずれにも該当する事業とする。 

(1)前条の趣旨に沿った事業であり、「子育て環境を整備する」、「地域の多様な能力

を生かす」、「四日市市の魅力を磨く」又は「交流人口を増やす」のいずれかのキ

ーワードにつながる事業 

(2) 実施団体の構成員以外の者が広く参加できる事業 

(3) 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間に実施する事業 

(4) 市制施行１２０周年に併せて新たに実施する事業又は既存事業のうち市制施行

１２０周年を記念し拡充する事業 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、補助対象事業

としない。 

(1) 収益を主たる目的として行われる事業 

(2) 政治的・宗教的活動として行われる事業 

(3) 特定の事業の反対運動を目的とする事業 

(4) 他に市から寄附又は補助を受けている事業 

（補助対象者） 

第３条 補助金交付の対象者は、実施団体とする。 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業

を実施するために直接必要な経費（事業の準備費を含む。）とする。  



２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる経費は、補助対象経費としない。 

(1) 主催者の人件費 

(2) 主催者の飲食を目的とした経費 

(3) 主催者の資産形成にかかる経費 

(4) 前各号に掲げるもののほか、市長が不適当と認めた経費 

３ 補助対象事業が、既存の事業を拡充したものである場合は、拡充部分に限り、補

助対象経費とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額（以下「補助額」という。）は、予算の範囲内で１つの事業につ

き１００万円を限度として、補助対象経費の３分の２以内に相当する額とする。

ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨

てるものとする。 

２ 補助対象事業に他の収入がある場合の補助額は、補助額と他の収入の額との合計

が、総事業費を超えない範囲とする。 

（補助金交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、四日市市

制施行１２０周年記念市民企画イベント補助金交付申請書（第１号様式）に計画書、

収支予算書、団体概要書その他市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。 

（審査会） 

第７条 補助金交付申請のあった事業の中から、本市が補助すべき事業を選定し、市

長に提言するため、四日市市制施行１２０周年記念市民企画イベント審査会（以下

「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会の組織等については、別に定める。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、第６条の交付申請書を受理したときは、審査会に内容の審査を依頼

し、その提言を受け、補助金の交付決定を行うものとする。 

２ 前項の規定により交付決定を行ったときは、交付すべき補助額を四日市市制施行

１２０周年記念市民企画イベント補助金交付決定通知書（第２号様式）により申請

者に通知するものとする。 

（概算払請求及び交付） 

第９条 前条の交付決定の通知を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）は、



四日市市制施行１２０周年記念市民企画イベント補助金概算払請求書（第３号様

式）により市長に補助金の概算払請求をすることができる。ただし、事業完了前に

請求できる額は、交付決定額の９割までとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、内容を審査し、速やかに補助金を交付する

ものとする。 

（事業の変更） 

第１０条 補助事業者は、補助金の交付決定通知を受けた後において補助対象事業の

内容、経費の配分その他の事項の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合

又は補助対象事業を中止し、若しくは廃止しようとする場合は、直ちに市長に四日

市市制施行１２０周年記念市民企画イベント計画変更承認申請書（第４号様式）を

提出し、承認を受けなければならない。 

２ 前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく補助目的の達成に支障がないと認

められる場合であって、補助対象経費の各費目における２０パーセント以内の変更

をいう。 

３ 市長は、第１項の変更承認申請を受理したときは、その内容を審査し、第８条に

よる決定を変更することができる。 

４ 市長は、前項の規定により変更を承認したときは、四日市市制施行１２０周年記

念市民企画イベント補助金等変更決定通知書（第５号様式）により補助事業者に通

知するものとする。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、完了の日から起算して３

０日を経過する日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、四日市市制

施行１２０周年記念市民企画イベント実績報告書（第６号様式）に収支決算書、そ

の他市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（額の確定及び交付） 

第１２条 市長は、実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、交付すべき

補助額を確定するものとする。 

２ 前項の規定により補助額が確定したときは、四日市市制施行１２０周年記念市民

企画イベント補助金確定通知書（第７号様式）により補助事業者に通知するものと

する。 

３ 補助事業者は、前項の通知に基づき、速やかに補助金又は補助金の残額を四日市

市制施行１２０周年記念市民企画イベント補助金請求書（第８号様式）により市長



に請求するものとする。 

４ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。 

（決定の取消し） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補

助金交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 規則、この要綱又は補助金の交付の決定をするときに付した条件若しくは市長

の指示に違反したとき。 

(2) 補助金を交付の目的以外に使用したとき。 

(3) 補助対象事業を中止し、又は廃止したとき。 

(4) 補助対象事業に関する申請、報告、施行等について不正な行為があったとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が補助金の使用を不適当と認めたとき。 

（補助金の返還） 

第１４条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、記念事業の当該取

消しに係る部分について既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返

還を命じるものとする。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助額を確定した場合において、既に当該額を

超える補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

（書類の整備） 

第１５条 補助金の交付を受けた者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした

帳簿を整備し、補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後５年間、保管してお

かなければならない。 

（補助金の評価） 

第１６条 市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果につい

て十分に検証するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その

他の適切な措置を講じるものとする。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し、必要な事項は、市

長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 



１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（有効期限） 

２ この要綱は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の

失効前に交付決定された事業については、なお従前の例による。 

 


